
1 

 

「船員教育について」 

―海事社会の発展に向けた船員教育― 

課題研究グループリーダー：羽原敬二 

 

趣旨： 

 外航海運では日本人船員の減少，内航海運では船員の高齢化による労働力不足が依然課

題となっている。日本人海技者（船員）の安定的な確保は，海事産業の根本的なテーマで

あるとともに，海事人材を輩出する教育機関の役割は，一層その重要性を増している。 

そこで，このような状況に鑑みて，まずは，船員教育の課題を的確に認識し，将来に向

けてどのように船員教育を効果的に実施していくかについて，調査・検討・考察した結果

を取りまとめることが目的である。これによって，究極的には，日本がアジア太平洋地域

における海事産業の発展に貢献する役割，政策，および戦略を明らかにすることを目指す。 

具体的な研究対象の事例としては，以下のような問題が挙げられる。 

 ・海技者教育機関における課題と将来に向けた展開，機能，組織体制 

 ・船員の人材確保と質の向上，キャリアパス，海事社会のあり方 

 ・デジタライゼーションへの対応と船員教育 

 ・新たな海事人材教育プログラムのあり方，海洋開発人材の育成方法 

 ・アジア太平洋地域における海技者教育への貢献と組織体制 

 

協議方法： 

 ・船員教育に関する海事行政と海事現場の課題の調査と分析 

・将来に向けた対応を考察することに基づいた政策提言 

 

活動予定： 

・2020年 9月開始，2021年 3月に経過報告予定 

 ・検討会を 3回から 4回開催予定 

 

課題研究グループメンバー： 

 ・船員教育機関従事者 

 ・海運関連事業従事者（海運企業，船舶管理者，ドックマスター，ハーバーマスター，

船舶管理監督者，水先人，港湾運航事業者，船員配乗業者など） 

 ・海事・物流・交通関係研究者 

 ・その他参加を希望する会員 
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